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1.  平成21年10月期第3四半期の連結業績（平成20年11月1日～平成21年7月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年10月期第3四半期 12,748 △19.8 △1,501 ― △1,383 ― △1,422 ―

20年10月期第3四半期 15,900 △3.8 △618 ― △421 ― △545 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

21年10月期第3四半期 △75.84 ―

20年10月期第3四半期 △28.95 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年10月期第3四半期 15,234 6,163 40.5 328.84
20年10月期 18,046 7,586 42.0 403.55

（参考） 自己資本   21年10月期第3四半期  6,163百万円 20年10月期  7,586百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年10月期 ― 1.00 ― 0.00 1.00
21年10月期 ― 0.00 ―

21年10月期 
（予想）

0.00 0.00

3.  平成21年10月期の連結業績予想（平成20年11月1日～平成21年10月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 18,000 △15.4 △1,980 ― △1,900 ― △1,900 ― △101.30
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

１．上記の予想は多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は業況の変化等により上記の予想とは異なる場合があります。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基
準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年10月期第3四半期 19,572,000株 20年10月期  19,572,000株

② 期末自己株式数 21年10月期第3四半期  828,815株 20年10月期  773,364株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年10月期第3四半期 18,755,706株 20年10月期第3四半期 18,855,468株
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【定性的情報・財務諸表等】 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

当第 3四半期連結累計期間におけるわが国経済は、世界的な金融危機に伴う景気後退の中、企業収益の落

ち込みや設備投資の減少、そして雇用不安や消費の低迷など依然厳しい経済環境で推移いたしました。 

こうした中で、当社は各事業部とも市場の冷え込みや競争激化の中で受注確保に努めましたが売上高は前

年同四半期比 19.8％減少の 127 億 48 百万円となり、利益面については、徹底したコストダウンに注力いた

しましたが、新規製品開発にともなう償却費の増加や生産調整による生産効率の悪化を補えず、また、貸倒

引当金の計上の影響などもあり、営業損失は 15 億 1百万円（前年同四半期は 6億 18 百万円の営業損失）、

経常損失は 13 億 83 百万円（前年同四半期は 4億 21 百万円の経常損失）、四半期純損失は 14億 22 百万円（前

年同四半期は 5億 45 百万円の四半期純損失）となりました。 

セグメント別の業績は次のとおりであります。 

 

〔住設環境機器事業〕 

主力製品の浄化槽では、BOD10 ㎎/ℓ を標準とした高度処理型家庭用小型浄化槽の新商品「浄化王」及び｢浄

化王ｘ｣が市場から高い評価を得て好評となり、これらを中心としてシェアアップに注力するとともに、中

型、大型浄化槽の拡販にも努めましたが、低調な推移となった住宅着工の影響を受け、また、建設市場、特

にマンション市場では計画の中止、延期など低迷が続いた影響から、システムバス、タイル建材の売上も含

め低調となりました。 

一方、家庭用 1kW 型風力発電システムは、環境エネルギー意識が高まる中でのＰＲの効果もあり、引き合

いも多く、公共施設を中心に堅調な受注を重ねました。 

この結果、住設環境機器事業の売上高は前年同四半期比 10.8％減の 74 億 85 百万円となり、損益面では

原材料高は落ち着きを見せ始めたものの、新規製品関連の金型の償却費負担が増加し、営業損失は 1億 52

百万円（前年同四半期は 99 百万円の営業利益）となりました。 

 

〔陶磁器事業〕 

国内市場では、一般売り市場では消費冷え込みの影響の中で健闘し、OEM 品での売上増加も寄与しました

が、ホテル・レストラン向けなど業務用市場が振るわず、国内売上高は減少となりました。 

輸出向けでは米国市場での高級食器専門店からの新規受注や、中東、東南アジア、韓国市場等での一部受

注の回復などはあったものの、急激な市場の冷え込みの影響は依然大きく、輸出売上高も減少となりました。 

また、旧ウォーターフォード・ウェッジウッド社の破綻により米国向け OEM 品は一時中断しましたが、事

業引継会社との間で取引を再開するに至りました。 

この結果、陶磁器事業の売上高は前年同四半期比 24.5％減の 35 億 48 百万円となり、損益面では、大幅

な受注減少に伴う工場稼働率の低下による固定費負担の増加や、貸倒引当金 3億 3百万円の計上もあり、4

億 32 百万円の営業損失（前年同四半期 17 百万円の営業利益）となりました。 

  

〔電子セラミック事業〕 

100 年に一度といわれる不況の中、電子部品業界全般にわたっての景気悪化と生産調整の影響により、主

力の基板材料関連製品、通信部品用製品では昨年 10月以降、産業用、民生用ともに受注が急減速し、依然

として極めて低調な受注状況が続いております。 

この結果、電子セラミック事業の売上高は前年同四半期比 39.6％減の 16 億 89 百万円となりました。 

また、こうした厳しい状況の下、ベトナムへ移管を進めてきた一部工程の見直しや電源用 HIC 事業の撤退

と人員の合理化など、製品群の選択と集中による生産体制の再編に着手し、固定費の削減に取り組みました

が、売上高減少の影響は大きく、営業損失は 4億 28 百万円（前年同四半期は 2億 30 百万円の営業損失）と

なりました。  
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２．連結財政状態に関する定性的情報 

 （1）資産、負債及び純資産の状況 

当第 3四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べ 28 億 11 百万円減少し、152 億 34 百

万円となりました。これは、現金及び預金が 20 億 40 百万円、受取手形及び売掛金が 10 億 17 百万円それぞ

れ減少するなど、主に流動資産が 31 億 12 百万円減少したことによるものであります。 

負債については、前連結会計年度末と比べ 13 億 88 百万円減少し 90 億 71 百万円となりました。これは、

長期借入金の借入れによる増加などにより固定負債が 19 億 10 百万円増加したものの、支払手形及び買掛金

が 13 億 24 百万円、設備関連支払手形の減少などによりその他流動負債が 5億 95 百万円それぞれ減少した

ことに加えて、短期借入金が返済により 11 億 80 百万円減少したことなど、流動負債が 32 億 99 百万円減少

したことによるものであります。 

純資産については、四半期純損失 14 億 22 百万円の計上などにより前連結会計年度末と比べ 14 億 22 百万

円減少し 61億 63 百万円となり、自己資本比率は 40.5％となりました。 

 

（2）キャッシュ・フローの状況 

当第 3四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比べ 19 億 41 百万円減少し、

17 億 72 百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権が 10 億 17 百万円減少しましたが、税金等調整前四半期

純損失 13 億 90 百万円を計上したことに加え、仕入債務が 13 億 24 百万円減少したことや破産更生債権等が

2億 57 百万円増加したことなどにより、14 億 10 百万円の資金の減少となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、本社工場隣接土地の収用により 1億 6百万円の収入がありました

が、前連結会計年度中に建設した本社福利厚生棟関連費用の支払額のほか、生産設備の合理化を中心とした

設備投資に伴う支出などにより、7億 83 百万円の資金の減少となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済により 11 億 80 百万円減少しましたが、長期借

入金が 14 億 90 百万円増加したことなどにより、2億 59 百万円の資金の増加となりました。 

 

３．連結業績予想に関する定性的情報 

 平成 21 年 6月 11 日に修正発表いたしました業績予想に変更はありません。 

 売 上 高 営 業 損 益 経 常 損 益 当 期 純 損 益 
1 株 当 た り

当 期 純 損 益

 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

修 正 予 想 

(平成21年6月11日発表) 
18,000 △1,980 △1,900 △1,900 △101 30 

前期実績 21,267 △1,046 △1,031 △2,628 △139 46 
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４．その他 

（1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

該当事項はありません。 

 

（2）会計処理の方法における簡便な方法の採用 

①簡便な会計処理 

（たな卸資産の評価方法） 

当第 3 四半期連結会計期間末の棚卸高の算出については、実地棚卸を省略し、第 2 四半期連結会計期

間末に係る実地棚卸高を基礎として、合理的な方法により算定する方法によっております。 

 

（固定資産の減価償却の算定方法） 

固定資産の年度中の取得、売却及び除却等の計画に基づいた予算を策定し、当該予算に基づく年間償

却予定額を期間按分して算定しております。 

 

②四半期連結財務諸表作成に特有の会計処理 

該当事項はありません。 

 

（3）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①「四半期財務諸表に関する会計基準」等の適用 

当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 12号 平成 19 年 3月 14 日

企業会計基準委員会）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

14 号 平成 19 年 3 月 14 日 企業会計基準委員会）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規

則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

なお、第 1四半期連結会計期間(平成 20年 11 月 1 日から平成 21年 1月 31 日まで)から、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(内閣府令第 50 号 平成 20 年 8

月 7日)附則第 7条第 1項第 5号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成

しております。 

 

②「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用 

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として製品・半製品・仕掛品は総平均法

による原価法、商品・原材料・貯蔵品は移動平均法による原価法によっておりましたが、第１四半期連

結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第 9号 平成 18 年 7月 5日 企業会

計基準委員会）が適用されたことに伴い、主として製品・半製品・仕掛品は総平均法による原価法（貸

借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）、商品・原材料・貯蔵品は移動平均法

による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定してお

ります。これによる損益への影響は軽微であります。 

 

③「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

第 1 四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第 18号 平成 18年 5月 17 日 企業会計基準委員会）を適用しております。これによ

る損益への影響はありません。 
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④「リース取引に関する会計基準」等の適用 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 平成5年6月17日 企

業会計審議会第一部会、平成 19 年 3 月 30 日改正 企業会計基準委員会）及び「リース取引に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 16 号 平成 6年１月 18 日 日本公認会計士協会 会計制

度委員会、平成 19 年 3月 30 日改正 企業会計基準委員会）が平成 20 年 4月１日以後開始する連結会計

年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったことに伴い、第 1 四半期連結会

計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。 

また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リー

ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。これらによる損益への影響は

ありません。なお、リース取引開始日が会計基準適用初年度開始前のリース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

（追加情報） 

有形固定資産の耐用年数の変更 

平成 20 年度の法人税法改正に伴い、当社及び国内連結子会社では第 1四半期連結会計期間から機械装

置について法人税法改正後の法定耐用年数により減価償却額を算定しております。これに伴い当第 3 四

半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失が 26 百万円増加しております。 

なお、セグメント情報に与える影響については、当該箇所に記載しております。 
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5.【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年７月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年10月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,950 3,991

受取手形及び売掛金 3,031 4,049

商品及び製品 2,630 2,453

仕掛品 885 971

未成工事支出金 255 204

原材料及び貯蔵品 419 416

繰延税金資産 1 5

その他 150 335

貸倒引当金 △113 △102

流動資産合計 9,212 12,325

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 6,605 6,571

減価償却累計額 △4,078 △3,999

建物及び構築物（純額） 2,526 2,572

土地 1,261 1,316

その他 7,999 7,499

減価償却累計額 △6,805 △6,617

その他（純額） 1,193 882

有形固定資産合計 4,981 4,772

無形固定資産 247 90

投資その他の資産   

投資有価証券 791 769

その他 496 268

貸倒引当金 △345 △79

関係会社投資評価引当金 △148 △99

投資その他の資産合計 793 858

固定資産合計 6,022 5,721

資産合計 15,234 18,046
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年７月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年10月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,990 4,315

短期借入金 1,354 2,534

1年内返済予定の長期借入金 100 －

未払法人税等 31 55

賞与引当金 154 431

製品保証引当金 97 94

その他 1,193 1,789

流動負債合計 5,921 9,220

固定負債   

長期借入金 1,390 －

退職給付引当金 1,160 1,035

役員退職慰労引当金 84 76

その他 515 127

固定負債合計 3,150 1,239

負債合計 9,071 10,460

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,200 3,200

資本剰余金 3,620 3,620

利益剰余金 △125 1,296

自己株式 △333 △319

株主資本合計 6,361 7,796

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △95 △116

為替換算調整勘定 △102 △94

評価・換算差額等合計 △197 △210

純資産合計 6,163 7,586

負債純資産合計 15,234 18,046
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年11月１日 

 至 平成21年７月31日) 

売上高 12,748

売上原価 9,915

売上総利益 2,833

販売費及び一般管理費 4,334

営業損失（△） △1,501

営業外収益  

受取利息 3

製品優先使用料 100

その他 102

営業外収益合計 205

営業外費用  

支払利息 21

デリバティブ評価損 21

支払手数料 18

その他 26

営業外費用合計 88

経常損失（△） △1,383

特別利益  

固定資産売却益 50

特別利益 50

特別損失  

固定資産除却損 8

関係会社投資評価引当金繰入額 49

特別損失合計 57

税金等調整前四半期純損失（△） △1,390

法人税、住民税及び事業税 28

法人税等調整額 2

法人税等合計 31

四半期純損失（△） △1,422
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年11月１日 

 至 平成21年７月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △1,390

減価償却費 580

貸倒引当金の増減額（△は減少） 276

賞与引当金の増減額（△は減少） △276

退職給付引当金の増減額（△は減少） 124

関係会社投資評価引当金の増減額（△は減少） 49

受取利息及び受取配当金 △8

支払利息 21

有形固定資産売却損益（△は益） △50

固定資産除却損 8

デリバティブ評価損益（△は益） 21

売上債権の増減額（△は増加） 1,017

破産更生債権等の増減額（△は増加） △257

たな卸資産の増減額（△は増加） △145

仕入債務の増減額（△は減少） △1,324

その他 3

小計 △1,350

利息及び配当金の受取額 8

利息の支払額 △21

法人税等の支払額 △46

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,410

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △66

定期預金の払戻による収入 165

有形固定資産の取得による支出 △987

有形固定資産の売却による収入 106

その他 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △783

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,180

長期借入れによる収入 1,490

自己株式の取得による支出 △13

その他 △36

財務活動によるキャッシュ・フロー 259

現金及び現金同等物に係る換算差額 △8

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,941

現金及び現金同等物の期首残高 3,714

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,772
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（4）継続企業の前提に関する注記 

 

  該当事項はありません。 

 

（5）セグメント情報 

（事業の種類別セグメント情報） 

当第 3四半期連結累計期間（自平成 20年 11 月 1 日 至平成 21年 7月 31 日） （単位 百万円） 

科   目 
住設環境 

機器事業 

陶 磁 器

事 業

電 子 セ ラ

ミック事業
そ の 他 計 

消去又は

全 社 連 結

売 上 高       

(1)外部顧客に対する売上高 7,485 3,548 1,689 24 12,748 ― 12,748 

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
― ― ― ― ― ― ― 

計 7,485 3,548 1,689 24 12,748 ― 12,748 

営 業 利 益 ( △ 損 失 ) △152 △432 △428 △33 △1,047 （453） △1,501 

（注）1. 事業区分の方法及び各区分に属する主要製品の名称 

事業区分は、製品の使用原料、製造方法及び製造過程等の類似により区分しております。 

事業区分 主要製品の名称 

住 設 環 境 機 器

事 業

浄化槽、ディスポーザー処理システム、システムバスルーム、その他合成樹脂製品、

水処理施設の維持管理、タイル、フェライトタイル、小型風力発電システム 

陶 磁 器

事 業

硬質陶器、強化磁器、耐熱磁器、白色強化磁器、ボーンチャイナ、還元磁器、 

陶磁器原料、その他食器関連製品 

電子セラミック

事 業

アルミナ基板、印刷基板、抵抗用基板、グレーズド基板、ハイブリッドＩＣ、 

低温焼結多層基板、誘電体セラミックス 

そ の 他 樹脂型他 

2. 「四半期連結財務諸表に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更」の②棚卸資産の評価に関する会

計基準の適用に記載のとおり、通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として製品・

半製品・仕掛品は総平均法による原価法、商品・原材料・貯蔵品は移動平均法による原価法によっており

ましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第 9号 平成

18 年 7月 5日）が適用されたことに伴い、主として製品・半製品・仕掛品は総平均法による原価法（貸借

対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）、商品・原材料・貯蔵品は移動平均法によ

る原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

これによる損益への影響は軽微であります。  

   3. 「追加情報」の有形固定資産の耐用年数の変更に記載のとおり、平成 20 年度の法人税法改正に伴い、当

社及び国内連結子会社では第１四半期連結会計期間から機械装置について法人税法改正後の法定耐用年数

により減価償却額を算定しております。これにより住設環境機器事業、陶磁器事業及び電子セラミック事

業の営業損失はそれぞれ 2百万円、11 百万円及び 13百万円増加しております。 

 

（所在地別セグメント情報） 

本邦の売上高の金額が、全セグメントの売上高の合計に占める割合の 90％超であるため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。 
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（海外売上高） 

当第 3四半期連結累計期間（自平成 20年 11 月 1 日 至平成 21年 7月 31 日）    （単位 百万円） 

科   目 米 州 ア ジ ア そ の 他 の 地 域 合 計

Ⅰ 海 外 売 上 高 404 506 35 946 

Ⅱ 連 結 売 上 高    12,748 

Ⅲ
連結売上高に占める 

海 外 売 上 高 の 割 合 
3.2 ％ 4.0 ％ 0.2 ％ 7.4 ％

（注）1. 国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

2.各区分に属する主な国又は地域 

米 州‥‥‥アメリカ、カナダ 

アジア‥‥‥韓国、中国等 

3.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 
 

（6）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

 

該当事項はありません。 
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「参考資料」 
 
１. 前四半期に係る財務諸表等 
（1）（要約）四半期連結損益計算書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

科　　目

百分比
％

Ⅰ 15,900 100.0

Ⅱ 11,947 75.1

3,952 24.9

Ⅲ 4,571 28.8

△ 618 △3.9

Ⅳ 258 1.6

Ⅴ 61 0.4

△ 421 △2.7

Ⅵ 4 0.0

Ⅶ 23 0.1

104 0.6

△ 545 △3.4

△ 440

金額（百万円）

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

売 上 総 利 益

四 半 期 純 利 益 （ △ 損 失 ）

売 上 高

売 上 原 価

営 業 利 益 （ △ 損 失 ）

営 業 外 収 益

税 金 費 用

△2.8

特 別 損 失

営 業 外 費 用

前第3四半期連結累計期間

税金等調整前四半期純利益（△損失）

自　平成19年11月1日
至　平成20年7月31日

特 別 利 益

経 常 利 益 （ △ 損 失 ）
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（2）（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

 

区　　　　分

Ⅰ
1. 税金等調整前四半期純利益(△損失) △ 440
2. 減 価 償 却 費 339
3. 貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 （ △ 減 少 額） 21
4. 賞 与 引 当 金 の 増 加 額 （ △ 減 少 額） △ 209
5. 退職給付引当金の増加額（△減少額） 101
6. 関係会社投資評価引当金の増加額（Δ減少額） 4
7. 関係会社事業損失引当金の増加額（Δ減少額） △ 66
8. 製品保証引当金の増加額（Δ減少額） 8
9. 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 11

10. 支 払 利 息 11
11. デ リ バ テ ィ ブ 評 価 損 （ △ 益 ） △ 68
12. 固 定 資 産 除 却 損 19
13. 売 上 債 権 の 減 少 額 （ △ 増 加 額 ） △ 370
14. た な 卸 資 産 の 減 少 額 （ △ 増 加 額 ） △ 201
15. 仕 入 債 務 の 増 加 額 （ △ 減 少 額 ） △ 119
16. そ の 他 171

小　　　計 △ 810
17. 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 11
18. 利 息 の 支 払 額 △ 11
19. 法 人 税 等 の 支 払 額 △ 23

営 業 活 動 に よ る キ ャッ シ ュ ・ フ ロ ー △ 833

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー：
1. 定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △ 123
2. 定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 123
3. 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 589
4. 投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 51
5. 関 係 会 社 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 30
6. そ の 他 75

投 資 活 動 に よ る キ ャッ シ ュ ・ フ ロ ー △ 595

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー：
1. 短期借入金の純増加額（△減少額） △ 551
2. 自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 31
3. 配 当 金 の 支 払 額 △ 56

財 務 活 動 に よ る キ ャッ シ ュ ・ フ ロ ー △ 640

Ⅳ 29
Ⅴ △ 2,039
Ⅵ 3,996

Ⅶ 1,957

現金及び現金同等物に係る換算差額

営業活動によるキャッシュ・フロー：

現金及び現金同等物の四半期末残高

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高
現金及び現金同等物の増加額（△減少額）

自　平成19年11月1日

至　平成20年7月31日

金額（百万円）

前第3四半期連結累計期間
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（3）セグメント情報 

（事業の種類別セグメント情報） 

 

前第 3四半期連結累計期間（自平成 19年 11 月 1 日 至平成 20年 7月 31 日） （単位 百万円） 

科   目 
住設環境 

機器事業 

陶 磁 器

事 業

電 子 セ ラ

ミック事業
そ の 他 計 

消去又は

全 社 連 結

売 上 高       

(1)外部顧客に対する売上高 8,391 4,697 2,796 15 15,900 ― 15,900 

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
― ― ― ― ― ― ― 

計 8,391 4,697 2,796 15 15,900 ― 15,900 

営 業 利 益 ( △ 損 失 ) 99 17 △230 △6 △119 （499） △618 

（注）1. 事業区分の方法及び各区分に属する主要製品の名称 

事業区分は、製品の使用原料、製造方法及び製造過程等の類似により区分しております。 

事業区分 主要製品の名称 

住 設 環 境 機 器

事 業

浄化槽、ディスポーザー処理システム、システムバスルーム、その他合成樹脂製品、

水処理施設の維持管理、タイル、フェライトタイル、小型風力発電システム 

陶 磁 器

事 業

硬質陶器、強化磁器、耐熱磁器、白色強化磁器、ボーンチャイナ、還元磁器、 

陶磁器原料、その他食器関連製品 

電子セラミック

事 業

アルミナ基板、印刷基板、抵抗用基板、グレーズド基板、ハイブリッドＩＣ、 

低温焼結多層基板、誘電体セラミックス 

そ の 他 樹脂型他 

 

 

（所在地別セグメント情報）  

本邦の売上高の金額が、全セグメントの売上高の合計に占める割合の 90％超であるため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。 

 

（海外売上高） 

前第 3四半期連結累計期間（自平成 19年 11 月 1 日  至平成 20 年 7月 31 日） （単位 百万円） 

科   目 米 州 ア ジ ア そ の 他 の 地 域 合 計

Ⅰ 海 外 売 上 高 881 806 116 1,805 

Ⅱ 連 結 売 上 高    15,900 

Ⅲ 
連結売上高に占める 

海 外 売 上 高 の 割 合 
5.6 ％ 5.1 ％ 0.7 ％ 11.4 ％

（注）1. 国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

2.各区分に属する主な国又は地域 

米 州‥‥‥アメリカ、カナダ 

アジア‥‥‥韓国、中国等 

3.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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２. その他の情報 

 

（販売実績） （単位 百万円） 

前第 3四半期連結累計期間 当第3四半期連結累計期間 前連結会計年度 

自 平成 19年 11月 1 日 自 平成 20年 11月 1 日 自 平成 19年 11月 1 日
（

至 平成 20 年 7 月 31 日
）（

至 平成 21 年 7 月 31 日
）（ 

至 平成20年10月31日
）

期  別 

 

事業の名称 
売上高 構成比 売上高 構成比 売上高 構成比 

住 設 環 境 機 器 事 業 8,391 52.8％ 7,485 58.7％ 11,174 52.5％

陶 磁 器 事 業 4,697 29.5 3,548 27.8 6,436 30.3 

電子セラミック事業 2,796 17.6 1,689 13.3 3,633 17.1 

そ の 他 15 0.1 24 0.2 24 0.1 

合 計 15,900 100.0 12,748 100.0 21,267 100.0 

（注）1. 金額は販売価格によっております。 

2. 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

3. セグメント別の輸出実績は次のとおりであります。 

（単位 百万円） 

前第 3四半期連結累計期間 当第3四半期連結累計期間 前連結会計年度 

自 平成 19年 11月 1 日 自 平成 20年 11月 1 日 自 平成 19年 11月 1 日
（

至 平成 20 年 7 月 31 日
）（

至 平成 21 年 7 月 31 日
）（ 

至 平成20年10月31日
）

期  別 

 

事業の名称 
輸出高 事業売上比 輸出高 事業売上比 輸出高 事業売上比

陶 磁 器 事 業 1,472 31.3％ 643 18.1％ 2,112 32.8％

電子セラミック事業 332 11.9 303 18.0 461 12.7 

合 計 1,805 11.4 946 7.4 2,574 12.1 
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